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日本野鳥の会 野鳥保護区の
管理からインセンティブを考える

（公財）日本野鳥の会 自然保護室

資料２－２


四角形



公益財団法人日本野鳥の会について 野鳥も人も地球の仲間

・野鳥をシンボルに、生物多様性保全に取り組む自然保護団体
・会員・支援者数 約5.0万人
・法人会員 約100社
・地域の自然を守る支部（連携団体）：全国に85団体

https://www.wbsj.org/about-us/message/message-contents/message-contents202201/

＜ビジョン2030＞
１．絶滅危惧種の保護と野鳥の生息地保全
２．地域の自然が地域の手で守られる社会

づくり
３．生きものや自然に配慮したエネルギー

シフトの実現
４．自然への理解者の増加
５．自然保護を担う次世代の育成



（公財）日本野鳥の会 野鳥保護区について

目的：絶滅が危惧される鳥類の生息地のうち，保護事業対象種
（タンチョウやシマフクロウ，シマアオジ，イヌワシなど）
の生息地を保全する

期間：日本野鳥の会が存続する限り

対象：自然公園や鳥獣保護区等に指定されていない土地

方法：買い取りもしくは所有者との保全協定の締結

財源：支援者からのご寄付・ご遺贈

1．現在の取り組み



1986年 小鷲頭山野鳥保護区 設置（静岡県沼津市）

1987年 持田野鳥保護区東梅 設置（北海道根室市）

2019年 野鳥保護区シマアオジ サロベツ

これまでに4,000ha（うち所有3,763ha） の野鳥保護区を設置

■当会独自の野鳥保護区のこれまで

2004年 持田野鳥保護区シマフクロウ根室第1

1992年 仏沼（オオセッカ），やんばる（ノグチゲラ），
1996年 盛岡（イヌワシ）

2024年 渡邊野鳥保護区シマフクロウ根室第3

●●

（公財）日本野鳥の会 野鳥保護区について
1．現在の取り組み



自然共生サイト 「渡邊野鳥保護区フレシマ」

目的：タンチョウ営巣地
の保全

設置：2004年度

面積：203.7ha

財源：渡邊士乃武氏（会
員）からの寄付金

特徴：海岸線に道路がな
く、北海道（根室地方）
の原風景が残されている。
「生物多様性の観点から
重要度の高い湿地（重要
湿地）」

1．現在の取り組み



■当会独自の野鳥保護区のこれまで

●●

（公財）日本野鳥の会 野鳥保護区について

⇒自治体への土地の寄付を打診された方が、自治体から当会を紹介されたとして
コンタクトしてこられた結果、設置できた例もある（受け皿としての役割？）

2．成果や変化



●●

平成20年の公益法人制度改革時の会計基準の課題
・財務諸表の本表が複雑で理解しにくい。
・企業会計基準との整合性が十分でない部分がある。
・収益認識のタイミングが必ずしも明確でない。
・小規模法人にとって負担が大きい項目がある。

↓
新会計基準が令和6年に導入（10年まで経過措置期間）

⇒固定資産の減損会計が本格導入
⇒非資金生成資産についても減損判定の検討が必要に

■令和6年導入の公益法人の新会計基準

野鳥保護区を維持する上での課題
3．課題、悩み、制約



内閣府公益認定等委員会（2024）公益法人会計基準の運用指針 https://www.koeki-info.go.jp/commissions/documents/mvd2t3mxmr.pdf

減損の兆候
④時価の著しい下落
例）バブル期に取得した土地の価格の下落
例）開発目的の土地買取に対抗するために緊急避難として購入した

土地の，開発中止（保護の成功）に伴う地価の下落
例）希少種生息地にはそもそも路線価等の標準価格がない場合が多く，

時価の低下がないことを証明することが困難

減損の認識の必要性
④時価の回復見込みがあるとは認められない
例）経済的に需要のない土地であり，開発のための購入などが行われない

限り，地価は回復しない

使用価値と正味売却価額の高い方まで減損
課題）使用価値が貨幣換算されない限り，そもそも比較できない

＜減損発生＞

＜減損判定条件＞

・減損対象となった場合，土地の所有による保護という
手法への社会的信頼が低下し支援を得にくくなる可能性

野鳥保護区を維持する上での課題
3．課題、悩み、制約



「生物多様性の価値評価手法の検討に当たっての基本的な考え方」の概要（2026年3月版）https://www.env.go.jp/content/000387751.pdf

私たち日本野鳥の会は減損会計の導
入には反対しないが，

・環境保全のために取得した野鳥保
護区は公益的価値を目的として保有
される資産であり、市場価格（時
価）のみではその価値を十分に評価
できないと考えている

↓
「生物多様性の価値評価手法の検討
に当たっての基本的な考え方」にお
いても、生物多様性の価値評価にあ
たっては貨幣価値換算以外の方法が
検討され、また複合的な評価の必要
性が指摘されている

↓
「時価の著しい下落」をもって減損
の兆候があるとするのは、実情にそ
ぐわないばかりか、30by30実現を
遅延させる可能性

野鳥保護区を維持する上での課題とインセンティブ
3．課題、悩み、制約



⇒自然共生サイト（維持タイプ）に認定された場合、減損会計
の対象から除外する特例があれば、増進活動実施計画申請の
インセンティブになるのではないか

■減損会計に関する自然共生サイト認定特例の設定（１）

野鳥保護区を維持する上での課題とインセンティブ
3．課題、悩み、制約



＜減損の認識が不要になる条件＞
時価の著しい下落による減損の兆候がある場合であっても、
当該資産等を用いてサービス提供を継続する場合には、減損の
認識は不要である。ただし、このような決定を行うためには、
当該サービス提供の継続可能性が高いことが要件となる。

公益法人会計基準の運用指針 33（2）

⇒自然共生サイト（維持タイプ）に認定された場合、計画の
認定期間中はサービス提供が継続されると行政解釈する特
例を設定できれば、申請のインセンティブになるのではな
いか

■減損会計に関する自然共生サイト認定特例の設定（２）

野鳥保護区を維持する上での課題とインセンティブ
3．課題、悩み、制約



●●

・環境保全のために取得した土地について、そもそも
減損会計の対象から除外される

■将来的な希望

野鳥保護区を維持する上での課題とインセンティブ
3．課題、悩み、制約

⇒内閣府公益認定等委員会と連携し、環境保全用地に係る減損会計の
運用上の考え方の明確化が必要

・環境保全のために取得した土地について、時価が
下落しても価値（サービス提供能力）が維持され
ていることを示す指標が設定される

⇒生物多様性の価値評価基準の早期策定と減損会計への適用
（市場価値に生物多様性の価値を加えて判断）



●●

・当会が所有する野鳥保護区は18市町村に所在
・うち９市町村に対して毎年減免申請を実施

⇒自然共生サイト（維持タイプ）認定地の固定資産税
の減免申請が受理された場合、残存する認定期間中
の再申請が不要になる特例を設定できれば、申請の
インセンティブになるのではないか

■固定資産税の減免申請の煩雑さの解消

野鳥保護区を維持する上での課題とインセンティブ（２）
3．課題、悩み、制約



・生物多様性が高いことが分かっている土地の所有者（自治体、
個人、法人）に、自然共生サイトへの申請を提案

⇒環境省・農水省・国交省から声をかけていくことは可能？
インセンティブの検討継続とともに・・

申請書類（審査）の一部省略などの特例が設定できれば、
申請が促進されるのではないか
（河川や農地、その他の自治体所有地など現時点で申請を想定して
いない場所が候補。保護地域間のギャップを埋める、希少種の行
動圏を網羅する、などを期待）

■プッシュ型の自然共生サイト

申請を躊躇している主体に申請を促す試み
4．連携や取組のあり方



どうぞよろしくお願いいたします
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